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株券電子化制度に関するリーフレットの株主あて送付に関するご協力のお願い 

 

 

 拝啓 貴社ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

 ご高承のとおり、２００４年６月９日に「株式等の取引に係る決済の合理化を図るため

の社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律（平成１６年法律第８８号）」が公布

され、上場会社の株券は、２００９年６月８日までの一定の日（具体的な実施日は政令で

決定されます。）に一斉に電子化される（以下、「株券電子化制度」といいます。）こととな

ります。この株券電子化制度には、株主にとっては、株券の紛失や盗難リスクがなくなる

ほか、証券取引に係る手間や時間の短縮といったメリットが、また、上場会社にとっては、

株券の発行等にかかるコストの削減等のメリットがある一方で、同制度へのスムーズな移

行には、個人株主の所有する株式の本人名義への書換えや、証券保管振替機構への株券の

預託の推進等が重要な課題となっています。 

そこで、このたび、株券電子化制度についての周知・啓発を図り、もって同制度への円

滑な移行に資するため、日本証券業協会 証券決済制度改革推進センターが中心となって、

株主あてのリーフレットを作成いたしました（リーフレットの内容は別添のサンプルをご

参照ください）。当該リーフレットは、本年３月１日から来年２月末までに到来する事業年

度に係る株主総会の株主あて決議通知に同封していただくことを目的として作成されてお

ります。上場会社各社におかれましては、株券電子化制度の趣旨をご理解いただき、株主

への株主総会決議通知の送付に際しましては、当該リーフレットを同封していただきます

ようお願い申し上げます。 

 今後、株主総会決議通知の同封物を確認される際には、株式事務代行機関とご相談いた

だき、当該リーフレットの同封にご協力くださいますよう、ご理解・ご協力の程、重ねて

お願い申し上げます。 

敬具 

 

お問合せ先 
 
○株主総会決議通知へのリーフレットの同封について 
  株式事務を委託されている株式事務代行機関にご相談ください。 
 
○株券の電子化について 
日本証券業協会 証券決済制度改革推進センター 
    （証券受渡・決済制度改革懇談会事務局） 

電話 03-3667-4500 






